
 

＜公的年金に係る特別徴収制度について（参考）＞ 

 

１ 制度概要 

公的年金（以下「年金」という。）に係る特別徴収とは、年金の支払者（日本年金機構、

共済組合等）が、年金受給者に支払う年金から個人住民税を差し引き、市に直接納める制

度です。 

 

２ 対象になる方 

前年中に年金等の支払いを受けた方で、４月１日現在６５歳以上の年金受給者 

 

３ 対象にならない方 

（１）介護保険料が年金から天引きされていない方 

（２）年金が年額１８万円未満である方 

（３）年金から特別徴収する個人住民税額が、年金支給額を超える方 

（４）介護保険の住所地特例により、千葉市以外の市町村に介護保険料を納めている方 

 

４ 年金特別徴収の方法 

年金特別徴収とは、４月から翌年２月までの計６回の年金支給時に、その年度の住民税

を徴収する仕組みです。 

ただし、その年度の税額は６月に決定するため、４月・６月・８月は前年度の税額を基

に住民税を年金から特別徴収（仮徴収）し、１０月・１２月・２月は確定した今年度の税

額から前半に徴収した額を差し引いた残額を年金から特別徴収（本徴収）します。 

【仮徴収】 

・年度前半（４月・６月・８月）について、前年度の税額を基に住民税を年金から特

別徴収します。 

【本徴収】 

・年度後半（１０月・１２月・２月）について、確定した今年度の税額から仮徴収額

を差し引いた残額を年金から特別徴収します。 

 

○令和８年度の年金特別徴収 

 【仮徴収】 【本徴収】 

R8.4 月 R8.6 月 R8.8 月 R8.10 月 R8.12 月 R9.2 月 

税

額 

R7 年度分の年金等に係る年税額の 
R8 年度分の年金等に係る年税額から 

仮徴収した額を控除した額の 

6 分の 1 6 分の 1 6 分の 1 3 分の 1 3 分の 1 3 分の 1 

  

５ 年金からの天引きが中止となる場合 

（１）死亡等により、年金の支給が停止となった場合 

（２）個人住民税の税額に変更があった場合 

（前年度に比べて年税額が大幅に減少し、仮徴収額が年税額を下回る場合は、特別徴収

を停止し還付を行う） 

（３）千葉市から転出した場合 

別紙 


